
株主各位

第84回定時株主総会招集ご通知に際しての

イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 情 報

（自平成28年４月１日至平成29年３月31日）

連結計算書類における連結注記表

計 算 書 類 に お け る 個 別 注 記 表

第84回定時株主総会招集ご通知の添付書類のうち、連結計算書類における連

結注記表及び計算書類における個別注記表につきましては、法令及び当社定

款第21条に基づきインターネット上の当社ウェブサイトに掲載することに

より株主の皆様に提供しております。

表紙



連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数及び連結子会社の名称

イ．連結子会社の数　　　　　　　６社

ロ．連結子会社の名称　　　　　　株式会社遠州クロム

株式会社ウエストレイク

富士協同運輸株式会社

ユニバンスINC.

P.T.ユニバンスインドネシア

ユニバンスタイランドCo.,Ltd.

②　非連結子会社の名称等　　　　　非連結子会社はない。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の数及び関連会社の名称

イ．持分法適用関連会社の数　　　１社

ロ．持分法適用関連会社の名称　　株式会社富士部品製作所

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、ユニバンスINC.、P.T.ユニバンスインドネシアおよびユニバンスタ

イランドCo.,Ltd.は、事業年度末日が12月31日であり、連結決算日と異なっているが、連

結決算日との間に生じた重要な取引について調整を行ったうえ連結している。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法に

より算定）

・時価のないもの　　　　　　　　総平均法による原価法

ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

・製品・仕掛品・原材料　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

より算出している。

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

より算出している。
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は定率法によっている。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法に

よっている。

　また、在外連結子会社は建物については定額法、建

物以外の資産については主として定率法を採用してい

る。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物及び構築物　　　５年～38年

機械装置及び運搬具　４年～９年

工具器具備品　　　　３年～15年

ロ．無形固定資産　　　　　　　　　当社及び連結子会社は定額法を採用している。なお、

自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。

　ハ．リース資産　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

　　　　　　　　　　　　　　　　ス資産については、リース期間を耐用年数とし、残存

　　　　　　　　　　　　　　　　価額を零とする定額法を採用している。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失等に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上している。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため､ 

将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計

上している。

ハ．環境対策引当金　　　　　　　　PCB（ポリ塩化ビフェニル）の処分に係る支出に備え

るため、今後発生すると見込まれる金額を計上してい

る。

ニ．役員退職慰労引当金　　　　　　役員退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金内

規に基づく期末要支給額を引当計上していたが、平成

19年６月をもって役員退職慰労金制度を廃止したため、

平成19年７月以降新たな引当計上は行っていない。

　当連結会計年度末における役員退職慰労引当金残高

は、当制度の廃止以前から在職している役員に対する

支給見込額である。

ホ．製品保証引当金　　　　　　　　製品の品質保証期間内でのクレームによる保証支出

に備えるため、過去の実績を基礎にした発生見込額を

計上している。
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④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理している。なお、在外子会社等の資産及び負債は、子会社の決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上してい

る。

⑤　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ手段・ヘッジ対象とヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たしている金利スワップについ

ては、特例の処理によっている。

ロ．ヘッジ方針　　　　　　　　　　金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引

を行っている。

　これらの取引は投機目的やトレーディング目的のた

めに利用していない。

ハ．ヘッジの有効性評価の方法　　　金利スワップは、特例処理によっているため、有効

性の判定を省略している。

⑥　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

イ．退職給付に係る負債の計上基準　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退

職給付債務から年金資産を控除した額を計上している。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により

費用処理している。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理している。

　未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用

については、税効果を調整の上、純資産の部における

その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額

に計上している。

ロ．消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式によっている。
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２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額

法に変更している。

　これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微である。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物 51,467千円

機械装置 1,644千円

土地 319,329千円

計 372,441千円

　上記の物件は、短期借入金1,812,160千円、長期借入金1,557,555千円の担保に供している。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 67,752,710千円

(3) 有形固定資産の圧縮記帳累計額 440,651千円

４．連結損益計算書に関する注記

(1) 特別退職金

　海外子会社における特別退職金を計上している。

(2) 減損損失

　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上している。

場所 用途 種類

本社工場、浜松工場
及び湖西工場

遊休設備 機械装置

　当社グループは、減損会計の適用にあたり、当社については事業の種類別セグメントを基準

に、関係会社は会社別に資産のグルーピングをしている。

　当社が所有する各事業グループに属する生産設備の一部について、将来の使用見込がなくな

ったことから、その認識・測定を行った結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（51,756千円）として特別損失に計上した。

　なお、当該資産の回収可能価額は売却が困難であるため備忘価額をもって評価している。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 23,396,787株 －株 －株 23,396,787株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

　 決 議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基 準 日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月27日
定時株主総会

普通株式 41,829 ２ 平成28年３月31日 平成28年６月28日 利益剰余金

平成28年11月14日
取締役会

普通株式 62,744 ３ 平成28年９月30日 平成28年12月９日 利益剰余金

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と

　　なるもの

　決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基 準 日 効力発生日

平成29年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 62,743 ３ 平成29年３月31日 平成29年６月27日
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に関する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達し､ 一

時的な余資運用は主に短期的な預金等に限定している。デリバティブは、後述するリス

クを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針である。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を

図っている。また、外貨建ての営業債権は為替変動リスクに晒されているが、先物為替

予約を利用してヘッジすることとしている。

　投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク

に晒されている。

　営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支

払期日である。

　借入金の使途は主に設備投資資金であり、償還日は 長で決算日後５年である。この

うち一部は金利変動リスクに晒されているが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）

を利用してヘッジしている。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は与信管理規程に従い、営業債権について、営業部門が主要な取引先の状況を

定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状

況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っている。連結子会社についても

当社と同様の管理を行っている。

ロ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権について、為替変動リスクに対して、先物為替予約を

利用してヘッジすることとしている。また借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制

するために、金利スワップ取引を利用している。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把

握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直している。

　デリバティブ取引の執行・管理については、経理部門が管理規程に従い決裁担当者

の承認を得て行っている。

　なお、連結子会社についても同様の管理を行っている。

ハ. 資産調達に係る流動性リスクの管理

　当社は、各部署からの報告に基づき、経理部門が適時に資金繰り計画を作成し、更

新することにより、流動性リスクを管理している。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりである。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含んでい

ない（（注２）参照　）。

連結貸借対照表
計上額(千円)

時価(千円) 差額(千円)

(1) 現金及び預金 3,452,036 3,452,036 －

(2) 受取手形及び売掛金 8,736,218

貸倒引当金 (*1) △7,232

8,728,986 8,728,986 －

(3) 投資有価証券

その他有価証券 4,350,566 4,350,566 －

資産計 16,531,589 16,531,589 －

(1) 支払手形及び買掛金 7,117,211 7,117,211 －

(2) 未払金 2,426,370 2,426,370 －

(3) 短期借入金 4,543,250 4,543,250 －

(4) 長期借入金 (*2) 5,355,455 5,265,521 △89,933

負債計 19,442,287 19,352,354 △89,933

デリバティブ取引 － － －

(*1) (2)受取手形及び売掛金に対する貸倒引当金を控除している。

(*2) (4)長期借入金には一年以内返済予定の長期借入金が含まれている。
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(注１）金融商品の時価の算定並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっている。

(3) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっている。

　なお、投資有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸

借対照表計上額と取得原価との差額は以下のとおりである。

種類

連結貸借対

照表計上額

（千円）

取得原価

（千円）

差額

（千円）

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの

(1)株式 4,336,348 1,394,841 2,941,506

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 4,336,348 1,394,841 2,941,506

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の

(1)株式 14,217 20,252 △6,034

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 14,217 20,252 △6,034

　合　計 4,350,566 1,415,093 2,935,472

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 未払金、(3) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっている。

(4) 長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定している。変動金利による長期借入金は金利

スワップの特例処理の対象とされており(次頁デリバティブ取引参照)、当該金利ス

ワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定している。
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デリバティブ取引

(1) ヘッジ会計が適用されていないもの

　該当事項なし。

(2) ヘッジ会計が適用されているもの

　ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められた

元本相当額等は、次のとおりである。

（単位：千円）

ヘッジ会計
の方法

取引の種類
主なヘッジ
対象

当連結会計年度（平成29年３月31日）

契約額等
契約額等の
うち１年超

時価

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
変動受取
固定支払

長期借入金 1,102,883 749,675 （*１）

　 (*１) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一

体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載し

ている。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 38,335

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、「（3）投資有価証券」には含めていない。

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１ 年 以 内
　 (千円 )

１ 年 超
　 (千円 )

現金及び預金 3,452,036 －

受取手形及び売掛金 8,736,218 －

合　計 12,188,254 －

（注４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１ 年 以 内
（千円）

１ 年 超
２ 年 以 内
（千円）

２ 年 超
３ 年 以 内
（千円）

３ 年 超
４ 年 以 内
（千円）

４ 年 超
（ 千 円 ）

長期借入金 1,581,375 1,361,640 1,204,419 809,896 398,125

合　計 1,581,375 1,361,640 1,204,419 809,896 398,125

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 908円85銭

(2) １株当たり当期純損失 △19円05銭

－ 9 －

連結注記表



８．その他の注記（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日）を当連結会計年度から適用している。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

イ．子会社株式及び関連会社株式　総平均法による原価法

ロ．その他有価証券

　・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法によ

り算定）

　・時価のないもの　　　　　　　総平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

イ．製品・仕掛品・原材料　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

より算出している。

ロ．貯蔵品　　　　　　　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

より算出している。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　　定率法によっている。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法に

よっている。

　なお、主な耐用年数は次のとおりである。

建物及び構築物　　　５～38年

機械装置及び運搬具　４～９年

工具器具備品　　　　３～15年

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ている。

③　リース資産　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用している。
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上している。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため､ 

将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上し

ている。

③　環境対策引当金　　　　　　　　　PCB（ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ）の処分に係る支出に備えるた

め、今後発生すると見込まれる金額を計上している。

④　退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務に基づき計上している。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により

費用処理している。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度より費用処理している。

⑤　役員退職慰労引当金　　　　　　　役員退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金内

規に基づく期末要支給額を引当計上していたが、平成

19年６月をもって役員退職慰労金制度を廃止したため、

平成19年７月以降新たな引当計上は行っていない。

　当事業年度末における役員退職慰労引当金残高は､ 

当制度の廃止以前から在職している役員に対する支給

見込額である。

⑥　製品保証引当金　　　　　　　　　製品の品質保証期間内でのクレームによる保証支出

に備えるため、過去の実績を基礎にした発生見込額を

計上している。

(4) ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ手段・ヘッジ対象とヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例の処理によっている。

②　ヘッジ方針

　金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っている。

　これらの取引は投機目的やトレーディング目的のために利用していない。

③　ヘッジの有効性評価の方法

　金利スワップは、特例処理によっているため、有効性の判定を省略している。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこ

れらの会計処理の方法と異なっている。

②　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっている。
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２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に

変更している。

　これによる当事業年度の損益に与える影響は軽微である。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物 51,467千円

機械装置 1,644千円

土地 319,329千円

計 372,441千円

　上記の物件は、短期借入金815,000千円、一年以内返済予定の長期借入金

997,160千円、長期借入金1,557,555千円の担保に供している。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 59,166,122千円

(3) 有形固定資産の圧縮記帳累計額 440,651千円

(4) 保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っている。

ﾕﾆﾊﾞﾝｽINC． 2,805,000千円

ﾕﾆﾊﾞﾝｽﾀｲﾗﾝﾄﾞCo.,Ltd 1,825,600千円

計 4,630,600千円

(5) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりである。

短期金銭債権 1,419,892千円

短期金銭債務 983,398千円

４．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

売上高 5,656,498千円

仕入高 1,549,339千円

その他の営業取引高 454,934千円

営業取引以外の取引高 80,316千円
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(2) 減損損失

　当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上している。

場所 用途 種類

本社工場、浜松工場
及び湖西工場

遊休設備 機械装置

　当社は、減損会計の適用にあたり、事業の種類別セグメントを基準に資産のグルーピングを

している。

　当社が所有する各事業グループに属する生産設備の一部について、将来の使用見込がなくな

ったことから、その認識・測定を行った結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（51,756千円）として特別損失に計上した。

　なお、当該資産の回収可能価額は売却が困難であるため備忘価額をもって評価している。

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 2,481,911株 326株 －株 2,482,237株

（注）自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加326株によるものである。

６．税効果会計に関する注記

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）

繰延税金資産

賞与引当金 201,909

退職給付引当金 949,027

役員退職慰労引当金 25,231

その他 2,510,677

繰延税金資産小計 3,686,846

評価性引当額 △3,527,589

繰延税金資産合計 159,257

繰延税金負債

棚卸資産 △10,894

買換資産積立金 △76,843

固定資産圧縮積立金 △32,348

その他有価証券評価差額金 △817,128

その他 △52

繰延税金負債合計 △937,267

繰延税金負債の純額 △778,010

 (注)当事業年度における繰延税金負債の純額は、貸借対照表の次の項目に含まれている。

　　　　流動資産－繰延税金資産　　　148,362千円

　　　　固定負債－繰延税金負債　　　926,373千円
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７．関連当事者との取引に関する注記

　子会社等

種 類
会 社 等 の
名 称

資 本 金
又 は
出 資 金

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取 引 金 額
（ 千 円 ）

科 目
期末残高
（千円）

子 会 社
P.T.ﾕﾆﾊﾞﾝｽ
ｲ ﾝ ﾄ ﾞ ﾈ ｼ ｱ

30百万
US$

自動車部品
製 造 販 売

（所有）
直接 94.9

当 社 製
品 販 売

当社製品の
外 注 加 工

資 金 の
援 助

役 員 の
兼 任

部品販売
(注1)

745,137 売 掛 金 80,520

部品購入
(注1)

1,000,464 買 掛 金 63,534

資金の貸付
（△回収）

(注2)
△722,225

関 係 会 社
長期貸付金

2,971,498

利息の受取
(注2)

39,715 － －

増資の引受
(注3)

1,322,139 － －

子 会 社 ﾕﾆﾊﾞﾝｽINC.
38百万

US$
自動車部品
製 造 販 売

（所有）
直接 100.0

当 社 製
品 販 売

当 社 製
品 の 外
注 加 工

資 金 の
援 助

役 員 の
兼 任

債務保証

部品販売
(注1)

868,575 売 掛 金 168,273

部品購入
(注1)

2,479 買 掛 金 －

資金の貸付
（△回収）

(注2)
△4,736,133

関 係 会 社
長期貸付金

296,848

増資の引受
(注4)

1,481,340 － －

債務保証
(注5)

2,805,000 － －

子 会 社
ﾕﾆﾊﾞﾝｽﾀｲﾗﾝ
ﾄﾞCo.,Ltd.

202百万
THB

自動車部品
製 造 販 売

（所有）
直接 100.0

当 社 製
品 販 売

当社製品の
外 注 加 工

資 金 の
援 助

役 員 の
兼 任

債務保証

部品販売
(注1)

4,040,151 売 掛 金 732,746

部品購入
(注1)

63,825 買 掛 金 9,464

資金の貸付
（△回収）

(注2)
△497,915

関 係 会 社
長期貸付金

97,800

債務保証
(注5)

1,825,600 － －

子 会 社
富士協同運
輸株式会社

10百万
円

倉庫業およ
び貨物梱包
業 務

（所有）
直接 100.0

当 社 製
品 の 梱
包 業 務

資 金 の
借 入

資金の借入
(注2)

－ 短期借入金 480,000

子 会 社
株式会社ウエ
ス ト レ イ ク

15百万
円

物流容器の
洗浄および
構 内 作 業

（所有）
直接 100.0

当社物流
容器の洗
浄および
構内作業

資 金 の
借 入

資金の借入
(注2)

－ 短期借入金 310,000
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（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１．部品購入及び部品販売については、掲示された見積原価、現行部品の価格及び各部品の市場価格か

ら算定した価格を基に、検討・交渉の上、価格を決定している。

２．資金の貸付および借入については、市場金利を勘案して決定している。なお、担保は受け入れてい

ない。

３．増資の引受については、子会社が行った増資を全額引き受けたものである。

４．増資の引受については、子会社に対する関係会社貸付金について、デット・エクイティ・スワップ

を実行したものである。

５．債務保証については、金融機関の借入につき、債務保証を行ったものである。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 790円56銭

(2) １株当たり当期純損失 △16円40銭

９．その他の注記（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日）を当事業年度から適用している。
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